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1. 論文要旨 Thesis overview and summary of the presentation. 

 本論文は、ルワンダの経験に基づいて、経済制裁の実効性をめぐる議論を再検討するものであ

る。経済制裁は国際政治学においてしばしば分析対象となってきたが、それが制裁対象国の態度

を変える実効性を持つかどうかは、従来もっぱら対象国の脆弱性（経済制裁が対象国にどの程度

のダメージを与えるか）から説明されてきた。本論文は、経済制裁に対して、コンプライアンス

をもって応えたルワンダを事例としながら、そうした効果を引き出した要因として、対象国の脆

弱性だけでなく国内の政策環境の重要性を強調する。すなわち、ルワンダが制裁措置に法令遵守

と密輸根絶政策をもって応えた理由として、同国がすでにそうした政策の導入を試みていたこと

が大きな意味を持つと指摘する。ルワンダは同法の制定以前から鉱業部門改革に取り組んでおり、

むしろ同法制定による危機感を梃子にして改革を進めた、経済制裁の実効性は対象国の脆弱性の

みならずその国内政策環境にも大きく依存するというのが本論文の主張である。以下、章ごとに

その内容を紹介する。 

 第 1 章は序論で、論文全体を概観する。ルワンダに対する経済制裁は、隣国コンゴ民主共和国

（以下、コンゴ）の内戦と深く関わる。コンゴでは鉱物資源が違法に採掘され、反政府勢力の資

金源として利用されたため、内戦長期化をもたらした。鉱物資源の違法採掘と内戦長期化の悪循

環を断つために、米国政府はドッド・フランク法を制定し、その 1502 条において、米国株式市場

に上場するすべての企業に対して、コンゴおよびその周辺国で採掘された鉱物（タンタル、スズ、

タングステン、金＝いわゆる３TG）を利用した製品を扱う場合、”conflict free”である（武装勢力

の資金源となっていない）ことを証明するよう求めた。これは、コンゴから大量の鉱物を密輸し、

巨富を得ていると見られたルワンダへの制裁を目的とした措置であった。同法はルワンダに甚大

な影響をもたらしたが、同国は対応策として密輸根絶とトレーサビリティ確立を打ち出し、短期

間のうちに鉱業部門を改革した。経済制裁に対して、コンプライアンスで応えたわけである。ド

ッド・フランク法が、ルワンダの望ましい行動を引き出すことに成功したのはなぜか。この理由

を明らかにし、経済制裁が実効性を持つ条件を検討することが本論文の課題である。 

 第 2 章は、経済制裁に関する先行研究の検討である。経済制裁には様々なタイプがあるが、こ

れまでの経験では、制裁対象者の行動を変えるという意味で制裁が成功したケースはまれである。

それでは、なぜ制裁が成功しないのか。従来の研究では、経済制裁の実効性を決めるのはもっぱ

ら対象国の経済的な脆弱性だと想定されてきた。確かに、経済制裁の効果を考えるうえで、経済

的な依存度や脆弱性が影響を与えることは事実である。しかし、筆者はそれだけでは十分な説明

にならないと主張し、対象国における制裁発動以前の政治・政策状況に注意する必要を強調する。

この点が本論文の仮説であり、以下の章では経済制裁を受けて行動を変化させたルワンダの事例

を分析し、この仮説を実証する。 

 第 3 章は、コンゴ内戦におけるルワンダの役割を分析し、ドッド・フランク法が発動される背

景を明らかにする。コンゴは近年、1996-97 年、1998-2002 年と 2 回の内戦を経験しているが、

ルワンダは双方の内戦に介入し、特に第 2 次内戦では東部を占領した反政府勢力を支援して、そ

こから鉱物資源を略奪することで巨富を得た。内戦が公式に終結した後も、ルワンダはコンゴ東

部の反政府武装勢力と深い結びつきを維持し、鉱物資源の密輸を黙認した。コンゴ東部地域は内
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戦終結後も現在まで不安定な状況が続いているが、国連の専門家委員会はルワンダが反政府武装

勢力の違法な鉱物資源取引に関与し、結果として紛争状態の継続に手を貸していると繰り返し指

摘してきた。こうした状況下で、コンゴ東部で継続する人道危機を解決するためには鉱物資源の

違法取引（すなわち「紛争鉱物」）対策が必要であり、それにはルワンダをターゲットにする必要

があるとの国際世論が高まっていった。 

 第 4 章は、ドッド・フランク法の内容とその影響の検討が中心となる。同法は米国の国内法で

あり、米国はコンゴ内戦における「紛争鉱物」問題への対応を模索するなかで、同法制定に至っ

た。同法の要点は、米国での上場企業（SEC 登録企業）に対して、上記３TG を原料として使用

しているか、そして使用している場合にはそれが「紛争鉱物」（コンゴおよび周辺国の反政府武装

勢力の資金源となっていないかを、報告する義務を課すところにある。同法は、民間企業にとっ

て重い負担となり、トレーサビリティが確立されていないコンゴ産鉱物を避けるインセンティブ

となる。この措置はコンゴ産鉱物の密輸から大きな利益を得てきたルワンダを標的としており、

同国への経済制裁と呼びうる。 

 第 5 章は、ルワンダの鉱業開発史と、それを踏まえてドッド・フランク法の影響について論じ

ている。ルワンダに関してはコンゴの「紛争鉱物」取引に注目が集まったが、自国でも同じ種類

の鉱産物を産出し、それを開発してきた歴史がある。ただし、1980 年代にその生産はほぼ停止状

態にあった。内戦後成立した RPF 政権は民営化などを通じて鉱業部門の再生を試みたが、2000

年代半ばまでは、コンゴ産の安価な鉱産物が簡単に入手できる状況下、政府が目指す鉱業部門改

革は進展しなかった。一方、鉱業部門は 2000 年代のルワンダ経済で重要な位置を占めており、ま

た輸出品の販路も限定されていたために、ドッド・フランク法は甚大な影響をルワンダ経済に及

ぼした。経済制裁によって甚大な被害を被っても政策を変更しない国も多いなか、ルワンダが素

早くコンプライアンスを打ち出した理由として、それ以前に政策変更に踏み出していたことが重

要である。この点が第 6 章で詳述される。 

 第 6 章では、ルワンダの鉱業部門の政策史を跡付けるなかから、ドッド・フランク法施行以降

の急激な政策変化を位置づける。同国は 2000 年代半ばから、鉱物資源の原産地証明やトレーサビ

リティの確立に向けた政策を打ち出していた。しかし、これに対しては企業側からの抵抗があり、

改革は十分進展しなかった。ドッド・フランク法施行後、ルワンダは多面的な鉱業部門改革政策

を実施し、そのなかでトレーサビリティのシステムを確立した。この措置を通じて、ルワンダは

民間企業の大規模な逃避を防ぐことができた。迅速な対応には大統領のイニシアティブが大きい

が、官僚の役割も重要であり、ドッド・フランク法の施行とその影響への危機感を梃子に改革政

策を進めていった。 

 結論では全体の議論を振り返り、ドッド・フランク法に対するルワンダの政策対応に関する知

見を整理する。事実上の経済制裁に対して、ルワンダがコンプライアンスをもって応えた理由と

して、先行研究の議論から引き出される経済的脆弱性という問題に加えて、同国がすでにトレー

サビリティ確立に向けた政策改革に踏み出していたことが大きな意味を持っている。経済制裁の

数少ない「成功例」としてのルワンダの事例は、制裁の帰趨を考えるうえで制裁実施以前におけ

る対象国の政策環境が極めて重要であることを示している。 
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2. 審査報告 Notes from the Doctoral Thesis Review Committee (including changes required 

to the thesis by the referees) 

 2018 年 2 月 1 日に開催された論文発表会において、本論文は審査委員から特に次の 3 点で高

い評価を与えられた。第 1 に、経済制裁が効果を上げる条件について、新たな知見をもたらした

ことである。従来経済制裁の実効性に関する議論は、対象国の経済的脆弱性―すなわち外部の制

裁遂行主体と対象国との関係―に集中していた。しかし、本論文は対象国の政策環境というファ

クターを加え、それによって対象国のエージェンシーに着目する重要性を示した。第 2 に、ドッ

ド・フランク法の影響について、新たな視点をもたらしたことである。同法については既に多く

の研究が蓄積されているが、その多くはコンゴを念頭に置いたものであり、ルワンダが同法を契

機に鉱業部門を大きく変容させたことはほとんど知られていない。本論文はその空白を埋める意

義を有する。第 3 に、ルワンダの鉱業部門の発展と変容に関する優れた実証を行ったことである。

同国の鉱業部門は 1990 年代の内戦後高い成長を遂げたが、コンゴ内戦への介入とそこでの鉱産

物略奪の記憶が強烈で、同国が独自の鉱業部門と鉱業政策を持つことが、ともすれば等閑視され

てきた。本論文が示すルワンダ鉱業部門の姿は、同国の開発政策への視点を転換させるものであ

る。 

 一方で、審査委員から、議論の明確化や補足が必要だとの指摘もなされた。主な点として、具

体的に以下の 3 点が挙げられる。（１）ルワンダの鉱業部門改革の主体は誰だったのか、もう少し

説明が必要ではないか。（２）ドッド・フランク法以前に鉱業部門の改革に着手した理由を補足的

に説明すべきである。（３）ドッド・フランク法を経済制裁とみなすべき根拠について、より明確

に述べるべきである。 

 論文の評価について、審査委員全員の投票の結果、中央値が 5 となったので、改善のために必

要な修正について主査が確認することを条件に、合格とすることが決定された。修正の確認は主

査に一任された。 

 

2. 最終提出論文確認結果 Confirmation by the Main Referee that changes have been done to the 

satisfaction of the referees 

 審査委員会において最終稿の確認について委任を受けた主査が、修正のうえ再提出された論文

を点検し、所要の修正が適切に反映されていることを確認した。 

 

3. 最終審査結果 Final recommendation 

 審査委員会は、本論文が経済制裁に対するルワンダの対応について確固たる実証を行っており、

結果として、経済制裁の実効性を決める要因に関してのみならず、ドッド・フランク法の影響や

ルワンダの開発政策についても新たな知見をもたらす優れた内容をもつものであること、したが

って本学の博士論文に相応しいことで合意した。そこで、審査委員会として、ファビアン・マジ

ョロ氏に、博士（政策研究）の学位が授与されるべきであると結論する。 

 


